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ＨＥＬＬＯ, ＮＥＷ ＣＩＴＹ．
～ 新しいまちの暮らし

スーパースマートシティ うつのみや始動 ～

地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の
改定について

〇趣旨 「宇都宮市地球温暖化対策実行計画」（以下，「実行計画」と言う。）の改定に係る
骨子（案）について審議するもの

〇目次 １．実行計画の改定について
⑴改定の目的，見直しの必要性
⑵計画の位置付け
⑶計画期間
⑷見直しのポイント
⑸策定体制
⑹スケジュール

２．改定の骨子（案）について
３．地域脱炭素化促進事業に関する事項について

審議事項



１．実行計画の改定について
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⑴ 策定の目的・見直しの必要性

・ 「実行計画」は，「地球温暖化対策の推進に関する法律」（以下，「温対法」とい
う。）に基づく法定計画であり，本市においては，令和３年３月に現行計画（区域施策
編・事務事業編）を策定し，温室効果ガス排出削減に向けた様々な施策事業に取り組ん
でいる。

・ このような中，国のカーボンニュートラル宣言や温対法の改正など環境行政を取り巻
く状況は大きく変化しており，本市においても令和４年９月に「宇都宮市カーボン
ニュートラルロードマップ」(以下，「市ロードマップ」という。)を策定し，
2030年度における温室効果ガス排出削減目標の大幅な見直し(2013年度比▲27 ％⇒ 
▲50％)を実施

・ こうしたことから，市ロードマップや改正温対法とも整合を図りながら，新たに掲げ
た削減目標の達成と2050年カーボンニュートラルの実現に向け，施策事業を体系的・
総合的に位置付け脱炭素化を推進していくため，現行計画の計画期間中途の見直しを行
うもの

区域施策編：市域全体における温室効果ガスの排出抑制に向けた各種施策を定める計画
事務事業編：市有施設や市の行政活動における温室効果ガス排出抑制に向けた具体的な取組を

定める計画（「宇都宮市役所“ストップ・ザ・温暖化”プラン」）



【参考】国・県及び本市の動き
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国 県 本市

R2(2020).10・カーボンニュートラル宣言

R2(2020).12・カーボンニュートラル宣言

R3(2021).3・気候変動対策推進計画策定 R3(2021).3・地球温暖化対策実行計画策定

R3(2021).4
・新たな温室効果ガス削減目標の表明

R3(2021).5・地球温暖化対策推進法改正

R3(2021).9・ゼロカーボンシティ表明

R3(2021).10・地球温暖化対策計画改定

R4(2022).3・県ロードマップ策定 R4(2022).3・CN実現に向けた基本方針策定

R4(2022).4 施行

R4(2022).9・市ロードマップ策定

R4(2022).11・脱炭素先行地域選定

R5(2023).3
・栃木県気候変動対策推進計画改訂

R5(2023).4～・実行計画改定作業

2030年度
▲26％⇒▲46％
（2013年度比）

2030年度
▲26％⇒▲50％
（2013年度比）

2030年度
▲27％⇒▲50％
（2013年度比）

反映

反映

【改正のポイント】
・「2050年カーボンニュートラル宣言」を基
本理念として法に位置付け
・地域再エネを活用した脱炭素化を促進する事
業を推進するための計画・認定制度の創設
⇒地方公共団体実行計画において再エネ導入
目標（義務），地域脱炭素化促進事業に係
る項目の設定（努力義務）を求める



１．実行計画の改定について
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⑵ 計画の位置付け

・ 「地球温暖化対策の推進に関する法律」等に定める地方公共団体実行計画

・ 「宇都宮市環境基本計画」における地球温暖化対策を具体化・推進するための個別計画

・ 「市ロードマップ」における2050年を見据えた工程・取組を具現化・推進するための
実施計画

第６次宇都宮市総合計画
目指すまちの将来像「スーパースマートシティ」

宇都宮市SDGs未来都市計画 宇都宮市環境基本条例

宇都宮市カーボンニュートラルロードマップ
（令和４年９月策定）

【位置付け】「環境基本計画」における環境未来都
市に掲げた脱炭素社会の実現に向けた
工程・取組等を具現化したもの

【取組期間】2022（R4）年度から2050年

第３次宇都宮市環境基本計画
（令和３年３月策定）

【位置付け】本市環境政策のマスタープラン
【計画期間】2021（R3）年度から2025（R7）年度

宇都宮市地球温暖化対策実行計画
（令和３年３月策定）⇒令和５年度改定予定

【位置付け】・温対法等に基づく法定計画
・「環境基本計画」における，地球温暖化対策
を具体化・推進するための個別計画
・市ロードマップの短期における実施計画

【計画期間】現行：2021（R3）年度から2025（R7）年度

地球温暖化対策推進法

気候変動適応法

法定計画

短期の実施計画

脱炭素社会の構築に向けた
工程・取組等を具現化

連携・整合

個別計画



１．実行計画の改定について
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⑶ 計画期間

令和６～12（2030）年度までの７年間

（現行計画：平成28（2016）年度～令和７（2025）年度のうち後期５年間）

⇒「市ロードマップ」と整合を図るため，2030年度までの計画としたうえで，次回の
環境基本計画の改定（令和７（2025）年度）の際には必要に応じて見直しを行う。

⑷ 見直しのポイント

・ 2050年カーボンニュートラル及び2030年度の削減目標達成に向けた取組の強化・充実

・ 再エネ導入目標の計画への位置付け及び目標達成に向けた施策（地域脱炭素化促進事業
に係る促進区域※等の設定を含む）の検討

義務化

努力義務化

市ロードマップ 2030年度 ～～～2050年

環境基本計画

実行計画

前期計画2016～2020 後期計画2021～2025

前期計画2016～2020 後期計画2021～2025

改定2024～2030（7年間）

改定

基本計画改定時には
相互に反映・見直し

第4次環境基本計画
前期～2030 後期～2035



１．実行計画の改定について
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⑸ 策定体制

宇都宮市環境審議会
【役割】
・「環境基本計画」に係る提言等
・「地球温暖化対策実行計画」に係る意見
・その他，環境の保全及び創造に関する基本的事項を
調査審議すること

【構成委員】
学識経験者，市議会議員，各種団体の代表者，
公募委員 等

宇都宮市カーボンニュートラル推進本部
【所掌事務】
(1) 「宇都宮市カーボンニュートラルロードマップ」の策

定及び進行管理に関すること。
(2) カーボンニュートラルに向けた施策及び事業の検討並

びに推進に関すること。
(3) その他カーボンニュートラルの推進に関すること。

報告

地球環境・人づくり部会
市役所温暖化対策部会

＜部会＞ 及び ＜ワーキンググループ＞

（部会）
第５条 委員会の円滑な運営を図ることを目的として，委員会に
部会を置く。

（中略）
７ 副部会長は，部会の円滑な運営を図ることを目的として，必
要に応じて議題の内容に関連する関係課室を招集し，ワーキング
グループを主宰する。

環境基本計画推進委員会設置要領（一部抜粋）

意見の聴取

反映

反映

パブリックコメント

＜ 庁 外 ＞ ＜ 庁 内 ＞



１．実行計画の改定について
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⑹ スケジュール

令和５年 11月 第46回宇都宮市環境審議会（予定）

議題：宇都宮市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）素案について

12月～ パブリックコメント

令和６年 ２月 宇都宮市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）策定・公表



２．改定の骨子（案）について
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別紙のとおり



３．地域脱炭素化促進事業に関する事項について
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＼促進事業を通じて地域課題を解決！／

（出典）地域脱炭素に向けた改正地球温暖化対策推進法の施行に関する検討会とりまとめ

⑴ 改正温対法における「地域脱炭素化促進事業」とは
再エネを利用した地域の脱炭素化のための施設（「地域脱炭素化促進施設」）の整備及びその他の「地域の脱

炭素化のための取組」を一体的に行う事業であって、「地域の環境の保全のための取組」及び「地域の経済及び
社会の持続的発展に資する取組」を併せて行うもの



３．地域脱炭素化促進事業に関する事項について
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⑴ 改正温対法における「地域脱炭素化促進事業」とは
市町村は、地方公共団体実行計画において、当該計画において定める温室効果ガス排出削減や再エネの利用促

進に関する目標も踏まえ、以下の「地域脱炭素化促進事業の促進に関する事項」を定めるよう努めることとされ
ている。

（出典）地域脱炭素化促進事業制度に基づく促進区域等設定説明会趣旨説明

促進事業の目標の例
・再エネ導入量，件数
・温室効果ガスの削減量
・促進区域設定数 など

努力義務化



３．地域脱炭素化促進事業に関する事項について
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⑴ 改正温対法における「地域脱炭素化促進事業」とは

（出典）地域脱炭素化促進事業制度に基づく促進区域等設定説明会趣旨説明

事業者の事務手続きの負担軽減については，
野立ての方が関係法令が多く，風力発電や大規模ソーラーでメリットが大きい。



３．地域脱炭素化促進事業に関する事項について
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類型 具体的な内容 メリット デメリット

広域的
ゾーニング型

環境情報等の重ね合わせを行い，関
係者・関係機関による配慮・調整の
下で広域的な観点から，促進区域を
抽出

土地利用やインフラの在り方も
含め総合的・長期的に望ましい
地域の絵姿をデザインすること
が出来る。

関係者の配慮・調整といった合意形成に
多大なコスト・時間が掛かる可能性が高
い。

地区・
街区指定型

スマートコミュニティの形成やPPA
普及啓発を行う地区・街区のように，
再エネ利用の普及啓発や補助事業を
市町村の施策として重点的に行うエ
リアを促進区域として設定

地域の実態に沿って、環境保
全・社会配慮を行い、きめ細や
かに促進区域を設定することが
可能。

広域的ゾーニング型ほどではないが，合
意形成にコスト・時間が掛かる可能性が
ある。

公有地・
公共施設
活用型

公有地・公共施設等の利用募集・
マッチングを進めるべく，活用を図
りたい公有地・公共施設を促進区域
として設定

公有地・公有施設であれば、環
境保全・社会配慮が容易。地域
との合意形成等に掛かるコス
ト・時間も少なく済む可能性が
高い。

設定可能なのが公有地・公有施設に限ら
れるため、本来設定したい地域と一致し
ない可能性がある。
場所が限られているため、量的に再エネ
設備が不足する可能性がある。

事業提案型
事業者，住民等による提案を受ける
ことなどにより，個々のプロジェク
トの予定地を促進区域として設定

事業者や住民から提案がある時
点で、ある程度合意形成等が進
んでいる可能性がある。

能動的な設定ではないため、自治体が本
来設定したい地域と一致しない可能性が
ある。 事業者からの提案について、量的
にどの程度自治体のエネルギー計画に計
算するのか、検討の必要がある。

促進区域の４つの類型とそれぞれのメリット・デメリット（環境省マニュアルより）

⑴ 改正温対法における「地域脱炭素化促進事業」とは
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⑵ 本市における地域脱炭素化促進事業実施の目的・必要性

・ 上記の取組目標を基に，実行計画において再エネ導入目標を設定
していく。

・ 目標の達成に向けては，再エネの普及促進に向けた取組をより一層
強化し，導入拡大を加速化していく必要がある。

（参考）家庭用太陽光はこれまでの約４倍のペースで増やしていく必要

・ 以上のことから「地域脱炭素化促進事業」の制度を活用し取組の
充実・強化を図りたい。

➤市ロードマップの取組目標設定の考え方に基づき,
特に屋根置きの自家消費型太陽光発電を促進していくことを想定
➤設備の設置促進とあわせて，拠点化の促進などまちづくりの視点や，

経済循環，環境保全等の内容を盛り込むことを想定

市ロードマップにおける再エネ導入に係る取組目標
2030年度までに，

住宅の25％，事業所の10％に太陽光発電を導入

市役所は率先垂範として，設置可能な市有施設・市有地に最大限導入

（目指すまちの姿）
・環境負荷の少ない都市基盤
「NCC（ネットワーク型コンパクトシティ）」
→拠点化の促進，ネットワーク化の促進，

土地利用の適正化が進む
（本市の現状）
・人口減少局面に突入，少子・超高齢化社会に。
・世帯数は増加し，単身世帯が増加する見込み

→人口減少しても，電力需要の減少幅は
緩やか

⇒ 地域脱炭素化促進事業の内容について



３．地域脱炭素化促進事業に関する事項について
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【参考】本市の再生可能エネルギーのポテンシャル
（環境省再生可能エネルギー情報提供システム［REPOS（リーポス）］より）

・本市の再エネ電力のポテンシャ
ルは太陽光が大部分を占める。

・風力、中小水力、地熱に関して
ポテンシャルは僅かに存在するも
のの、技術面やコスト面の問題か
ら導入ハードルが高い。

・再エネ熱としては太陽熱や地中
熱のポテンシャルがあるが，技術
面やコスト面の問題のほか，電気
と異なり活用の用途が限られるこ
とから，一律に導入を促進するの
ではなく施設ごとの適不適に応じ
て個別に検討する必要あり。



ご意見をいただきたいポイント
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・ 削減目標の設定（部門別）について

・ 施策事業の強化について

⇒充実・強化を図るべきポイントはどこか

（例）市民向け・事業者向けの支援策の強化，再エネのさらなる導入拡大，環境
負荷の少ないまちづくり（拠点化の促進），公共交通の利用促進，EVの普
及促進と利用環境の向上，周知啓発・相談機能の充実，ライフスタイル転
換に向けた促進 など

・ 再エネ導入目標の設定について

・ 再エネ導入に向けた促進事業に係る事項について

⇒導入促進する再エネの種類，導入形態（屋根置き，野立て等），促進する区域，
設備導入と併せて実施すべき取組 など


